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  防衛特別法人税が創設                   

Ｑ：令和７年の税制改正で、防衛特別法人

税が創設されたそうですが、どのような内容

ですか？                                         

                                              

Ａ：次のような内容です。 

【解説】 

令和７年度税制改正において、防衛特別法

人税が創設されました。 

概要は次のとおりです。 

①  納税義務者 

各事業年度の所得に対する法人税を課さ

れる法人 

②  課税事業年度 

法人の令和８年４月１日以後に開始する

各事業年度 

③  基準法人税額 

内国法人の法人税の課税標準である各事

業年度の所得の金額につき、法人税法その

他の法人税の税額の計算に関する法令の

規定により計算した法人税の額 

④  課税標準 

各課税事業年度の課税標準法人税額 

⑤  税率 

４％ 

⑥  確定申告 

各課税事業年度終了の日の翌日から２月

以内に納税地を所轄する税務署長に提出

しなければなりません。なお、所得金額が

欠損等の理由により基準法人税額が０と

なる場合や基礎控除額(年500万円)の控除

により課税標準法人税額が０となる場合

であっても、防衛特別法人税確定申告書を

提出する必要があります。 
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